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研究成果の概要（和文）：核融合エネルギーでは水素の同位体である重水素とトリチウムを燃料に利用する．自然界に
存在しない燃料(トリチウム)を利用するため，核融合エネルギー開発の課題の一つに初期装荷用トリチウム燃料の入手
が挙げられている．ここでは，重水素による僅かな核融合反応を利用しトリチウムを徐々に増殖し，定格運転までの出
力に到達するという初期装荷用のトリチウム燃料を必要としない炉心プラズマ運転方法について詳細化し，プラズマの
立ち上げ期間をできるだけ短くするといった観点から炉概念の最適化に向けた検討を行うことにより，初期装荷用トリ
チウム燃料の入手課題解決に貢献する．

研究成果の概要（英文）：In the present development of fusion energy, deuterium and tritium are the fuel. S
ince the tritium is a radionuclide, tritium doesn't exist as the natural resources. That is why securing t
he initial tritium is one of the critical issues. Here, we proposed a commissioning method without the ini
tial tritium load in a fusion reactor, in which deuterium-deuterium fusion reaction is utilized to breed t
he tritium, step by step. The operation method for that commissioning method with the initial tritium load
 is investigated in detail, and its optimization is discussed to shorten the commissioning period and to c
ontribute the solution of the critical issue of securing the initial tritium.
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１．研究開始当初の背景
核融合エネルギー開発は，磁場閉じ込め方
式・慣性閉じ込め方式の双方で研究が進めら
れている．磁場閉じ込め方式においては，
本の
装置において
条件(
融合反応を起こすために投入されたエネル
ギーの
慣性閉じ込め方式でも
NIF(
ン条件
核融合エネルギー開発は，エネルギー生成
（発電）
ある．
のカダラッシュに
炉）の建設が開始され，
発電に向けた実証実験
れる予定である．さらに，
参加サイトである日本，欧州，米国，中国，
韓国では，発電実証を目指した原型炉の検討
が開始され，
発電実証を目指している．
現在の核融合
体である重水素と三重水素（トリチウム）を
燃料とする方式である．重水素は海水中にほ
ぼ無尽蔵に存在するが，三重水素は天然に存
在せず，リチウムに中性子を照射してトリチ
ウムを生産する必要がある．
発電プラント建設後、最初の起動時には燃料
であるトリチウムは自己生産出来ていない
ため、必ず数十
調達が必要になる．
画によって民生目的で備蓄・
界のトリチウムのほとんどを使い果たす．
の結果、日本のようにトリチウム生産用原子
炉を持たない国は、
発電ブランケット技術を確立したとしても、
現状では
外から
分な初期装荷トリチウムを準備できない可
能性がある．仮に
生成という手法
3kg/year/reactor)
減期（約
画的なトリチウム生成・備蓄が必要になる．
そのため、
画においては
初期装荷トリチウム入手方法が確立してお
らず、実験炉
クトへ進めない状況にある。

 
２．研究の目的
本研究では、
己生産することでプラントを起動する「初期
装荷トリチウム無し起動法」を行う際の核融
合原型炉
初期装荷トリチウム入手に関する
決するとともに、同手法の特徴を最大限生か
し核融合エネルギーの魅力化を図るため、
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